
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２．災害救助法関連 
  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料１２－１ 

災害救助法適用基準 
 

富士市の人口 237,793 人（令和 7 年国勢調査） 

 

●対象災害の種類 

暴風、豪雨、地震、津波、その他異常な自然現象の外に、大規模な火事又は爆発、放射性物質の

大量放出、多数の者の遭難を伴う船舶の沈没等があり、同一災害の被害程度に基づき法適用を決定

する。 

 

例外として次の場合は社会的混乱の同一性があれば一つの災害とみなす。 

ア、同時又は相接近して異なる原因による災害 

イ、時間的に近接して、同一市町村内の別の地域での同種又は異なる災害 

 

●適用基準 

 １．災害が発生した段階の適用（法第２条第１項） 

（１）市内の滅失世帯数が 100 世帯以上に達したとき(施行令第１条第１項第１号適用) 

 

（２）被害が広範囲にわたり、県下の滅失世帯数の総数が 2,500 世帯以上に達し、かつ、市内の

滅失世帯数が 50 世帯以上に達したとき。(〃第２号適用) 

 

（３）ア．被害が県下全域に及ぶ災害で、県下の住家の滅失世帯数が 12,000 世帯以上に達した場

合で、市内の被害世帯数が多数であるとき。(〃第３号適用) 

「多数」とは概ね５世帯以上とし、市町の被害状況が特に援助を要する状態にあると

判断されたとき。 

イ．災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の事情※がある場合で、しかも多数

の世帯の住家が滅失したとき。 

 

※「特別の事情」とは次の２つの場合 

①食品、生活必需品の給与に特殊の補給方法を必要とする場合 

②被災者の救出に特殊の技術を必要とする場合 

 

（４）多数の者が生命又は身体に危険を受け、又は受けるおそれが生じ、以下の基準に該当する

とき（〃第４号適用) 

①多数の者が避難して継続的に救助を必要とする場合 

②被災者に対する食品、生活必需品の給与に特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救

出に特殊の技術を必要とする場合 

  

 ２．災害が発生する恐れ段階の適用（法第２条第２項） 

   災害が発生するおそれがある段階で、国が災害対策本部を設置し、その所管区域となり、被害

を受ける恐れがある場合。 
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富士市災害弔慰金の支給等に関する条例 

 

 

 

 

 

 

  

 

（目   的） 

第 １ 条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号。以下「法」という。）  

及び同法施行令（昭和48年政令第374号。以下「令」という。）の規定に基づき、暴風豪雨等の自   

然災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給、自然災害により精神又は身体に著   

しい障害を受けた市民に対する災害障害見舞金の支給及び自然災害により被害を受けた世帯の世   

帯主に対する災害援護資金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目   

的とする。 

（用語の定義） 

第 ２ 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  (1) 災害  暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被害が生ずること     

をいう。 

  (2) 市民 災害により被害を受けたとき、本市の区域内に住所を有していた者をいう。 

（災害弔慰金の支給） 

第 ３ 条 市長は、市民が令第１条に規定する災害（以下第５条、第６条、第９条及び第10条におい  

て単に「災害」という。）により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を   

行うものとする。 

（災害弔慰金を支給する遺族） 

第 ４ 条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項に規定する遺族の範囲とし、その順  

位は、次に掲げるとおりとする。 

  (1) 死亡者の死亡当時において、その者より生計を主として維持していた遺族（兄弟姉妹を除く。

以下この項において同じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。 

  (2) 前号の場合において、同順位の遺族については、配偶者、子、父母、孫、祖父母の順序とす     

る。 

(3) 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であつて兄弟姉妹が

いるときは、その兄弟姉妹（死亡者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じくしていた者に

限る。）に対して、災害弔慰金を支給するものとする。 

２ 前項の場合において、同順序の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同順位の祖 

父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし、実父母 

を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項の規定に 

かかわらず、第１項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるときは、そ 

の１人に対し支給した災害弔慰金は、全員に対し支給したものとみなす。 

昭和49年６月22日

条 例 第 31 号

 昭和52年３月30日条例第10号 
 昭和56年10月１日条例第29号 
 昭和62年６月29日条例第26号 

平成23年12月14日条例第19号 

 令和２年６月30日条例第26号 

改正  昭和50年５月26日条例第15号 
    昭和53年６月29日条例第25号 
    昭和57年９月30日条例第19号 
    平成３年12月12日条例第30号 
    令和元年６月28日条例第８号 
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（災害弔慰金の額） 

第 ５ 条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時においてそ  

の死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持していた場合   

にあっては500万円とし、その他の場合にあっては250万円とする。ただし、死亡者がその死亡に   

係る災害に関し、既に災害障害見舞金の支給を受けている場合は、これらの額から当該支給を受   

けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（死亡の推定） 

第 ６ 条 災害の際現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第４条の規定に  

よるものとする。 

（支給の制限） 

第 ７ 条 次の各号の一に該当するときは災害弔慰金を支給しない。 

(1) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じた場合 

  (2) 令第２条に規定する場合 

  (3) その他市長が、特別の事情があると認めた場合 

（報告の聴取等） 

第 ８ 条 市長は、災害弔慰金の支給について遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めること  

ができる。 

（災害障害見舞金の支給） 

第 ９ 条 市長は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定した  

ときを含む。）に精神又は身体に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民（以下「障   

害者」という。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第 10 条 障害者１人当りの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾病にか  

かった当時において、その属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては250万円とし、   

その他の場合にあっては125万円とする。 

（準用規定） 

第 11 条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

（災害弔慰金等支給調査審議会） 

第11条の２ 法第18条の規定に基づき、同条の合議制の機関として、富士市災害弔慰金等支給調査審議会

（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第11条の３ 審議会は、委員７人以内をもつて組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 医師 

(2) 弁護士 

(3) その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第11条の４ 委員の任期は、委嘱された日から諮問事項に係る調査及び審議が終了する日までとする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（災害援護資金の貸付け） 

第 12 条 市長は、令第３条に規定する災害（次条において「災害」という。）により法第10条第１  項

各号に掲げる被害を受けた世帯の市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、  

災害援護資金の貸付けを行うものとする。 
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２ 前項に定める世帯は、その所得について法第10条第１項に規定する要件に該当するものでなけれ 

ばならない。 

（災害援護資金の限度額） 

第 13 条 災害援護資金の１災害における１世帯当りの貸付限度額は、災害による当該世帯の被害の  

種類及び程度に応じ、それぞれ次に掲げる額とする。 

  (1) 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」という。）   

があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

   ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね３分の１以上である損害（以下「家       

財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 150万円 

   イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 250万円 

   ウ 住居が半壊した場合 270万円 

   エ 住居が全壊した場合 350万円 

  (2) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

   ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 150万円 

   イ 住居が半壊した場合 170万円 

   ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。） 250万円 

   エ 住居の全体が滅失又は流失した場合 350万円 

  (3) 第１号ウ又は前号イ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその住居の残存部     

分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「270万円」とあるのは「350万     

円と、「170万円」とあるのは「250万円」と、「250万円」とあるのは「350万円」と読み替える     も

のとする。 

（償還及び貸付条件等） 

第 14 条 災害援護資金の貸付金（以下「貸付金」という。）の償還期間は、貸し付けた月の翌月から

起算して10年とし、据置期間はそのうち３年（令第７条第２項括弧書の場合は、５年）とする。 

２ 償還方法は、元利均等の年賦償還、半年賦償還又は月賦償還によるものとする。ただし、期限前で

あつても貸付金の全部又は一部を繰り上げて償還することができる。 

３ 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。 

４ 貸付金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない場合は、据置期間中は無利子と

し、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年１パーセントとする。 

５ 第３項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものとし、その 

保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

６ 貸付金の償還を遅延したときは、支払期日の翌日から支払当日までの延滞金額につき年５パーセン 

トの違約金を支払わなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、この限り 

でない。 

（手 続 等） 

第 15 条 災害援護資金の貸付を受けようとする者は、被災の日の属する月の翌月１日から起算して 

３月を経過する日までに市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、災害援護資金の貸付けの可否を決定し、その旨を申

請者に通知するものとする。 

（一 時 償 還） 

第 16 条 市長は、災害援護資金の貸付けを受けた者が、次の各号の一に該当する場合は、貸付金の  

全部又は一部につき一時償還を請求することができる。 

  (1) 偽りその他不正な手段により貸付けを受けたとき。 
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  (2) 償還金の支払を怠ったとき。 

（償還金の支払猶予等） 

第 1 7 条 災害援護資金に係る償還金の支払猶予、償還免除及び報告等については、法第13条、第14条

第１項及び第16条並びに令第12条の規定によるものとする。 

（委任） 

第 18 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

    附  則 

  この条例は、公布の日から施行し、昭和49年４月１日以後に発生した災害について適用する。 

    附  則（昭和50年５月26日条例第15号） 

  この条例は、公布の日から施行し、昭和50年１月23日から適用する。 

   附  則（昭和52年３月30日条例第10号） 

  この条例は、公布の日から施行し、昭和51年９月７日以後に生じた災害に適用する。 

   附  則（昭和53年６月29日条例第25号） 

  この条例は、公布の日から施行し、昭和53年１月14日以後に生じた災害に適用する。 

   附  則（昭和56年10月１日条例第29号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第５条の規定は昭和55年12月14日以後に生じた災害に

より死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金について、改正後の第10条の規定は当該災害により被害

を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用する。 

   附  則（昭和57年９月30日条例第19号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の富士市災害弔慰金の支給等に関する条例第９条、第10条

及び第11条の規定は、昭和57年７月10日以後に生じた災害により負傷し、又は疾病にかかった市民に

対する災害障害見舞金の支給について適用する。 

   附  則（昭和62年６月29日条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の富士市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、昭

和61年７月10日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付け

について適用する。 

   附  則（平成３年12月12日条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の富士市災害弔慰金の支給等に関する条例（以下「改正

後の条例」という。）第５条の規定は平成３年６月３日以後に生じた災害により死亡した市民の遺族

に対する災害弔慰金の支給について、改正後の条例第10条の規定は当該災害により負傷し、又は疾病

にかかった市民に対する災害障害見舞金の支給について、改正後の条例第13条の規定は同年５月26日

以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付について適用する。 

附  則（平成23年12月14日条例第19号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の富士市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、平

成23年３月11日以後に生じた災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給について適

用する。 

附  則（令和元年６月28日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の富士市災害弔慰金の支給等に関する条例の規定は、平成

31年４月１日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けにつ

いて適用する。 

附  則（令和２年６月30日条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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富士市災害見舞金支給要領 

 

（趣   旨） 

第 １ 条 この要領は、災害により被害を受けた市民に対する災害見舞金の支給について、必要事項を

定めるものとする。 

（用語の定義） 

第 ２ 条 この要領において「災害」とは、暴風・豪雨・洪水・高潮・地震・津波・その他異常な自然

現象、及び火災により本市の区域内において被害が生じることをいう。 

２ この要領において「市民」とは、災害により被害を受けたとき本市の区域内に住所を有していた 

者をいう。 

３ この要領において「水損」とは、他の世帯等の火災消火活動により家財等が冠水し、損害が著しい

場合をいう。 

４ この要領において「遺族等」とは、災害により死亡した者の配偶者・子・父母・孫・祖父母及び兄

弟姉妹、または、前述の区分に該当する者がいない場合、民法７２５条に規定される親族かつ葬祭等

の実施者をいう。 

（支給の対象者） 

第 ３ 条 災害見舞金は、災害により住居の全壊（焼）又は流失、若しくは半壊（焼）の被害、水損の

被害を受けた世帯、床上浸水の被害を受けた世帯、災害により負傷し、１ヶ月以上の治療を要する

見込みのある者、或いは災害により死亡した市民の遺族等に対して支給する。 

（遺族への支給の範囲） 

第 ４ 条 災害により死亡した者の遺族等の範囲は、この要領の第２条４項で定義されたとおりとす

る。その順位は、死亡者の死亡の当時その者と生計をともにしていた遺族等を優先し、その他の遺

族等を後にする。 

２ 前項の場合において、同順位の遺族については次に掲げる順序とする。 

 ①配偶者 ②子 ③父母 ④孫 ⑤祖父母 ⑥兄弟姉妹 ⑦親族かつ葬祭等実施者 

３ 前２項の場合において、災害見舞金の支給を受けるべき同順位の遺族等が２人以上あるときは、そ

の１人に対しての支給は、その全員に対してなされたものとみなす。 

４ 災害の際、現にその場に居合わせた者につき、当該災害の止んだ後３月間その生死が明らかでない

場合、または、災害による負傷に起因し災害の止んだ後７日以内に死亡した場合、そのものは当該災

害によって死亡したものとみなす。 

（住居が対象の場合の支給の範囲） 

第 ５ 条 住居が対象の場合、災害見舞金の支給を受ける者は、現にその住居に居住していた世帯の世

帯主とする。災害により死亡した者が単身者の場合、生計をともにしていた同住所別世帯の世帯主

に支給し、世帯が存在しないときは支給しないものとする。 

（負傷者が対象の場合の支給の範囲） 

第 ６ 条 負傷者が対象の場合は、負傷したその本人とする。 

（支給の制限） 

第 ７ 条 災害見舞金は、次の各号の一に該当する場合には支給されない。 

（1） 当該災害により被害を受けた者が、次に掲げる弔慰金等の支給を受ける場合 

ア 富士市災害弔慰金等の支給に関する条例（昭和４９年富士市条例第３１号）第３条及び第９条
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に規定する災害弔慰金及び災害障害見舞金 

イ 被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）第３条に規定する被災者生活再建支援金 

  ウ 静岡県被災者自立生活再建支援補助金交付要綱及び被災者住宅再建支援事業費補助金交付要

綱に規定する補助金 

  (2) 当該災害が、当該世帯の構成員又は当該死亡若しくは負傷した者の、故意又は重大な過失に

     より生じたものである場合。 

  (3) 特別の事情があるため、市長が支給を不適当と認めた場合。 

（災害見舞金） 

第 ８ 条 災害見舞金の金額は次に掲げるものとする。 

  (1) 災害により死亡した者１人当たりの災害見舞金の額は、次に掲げる区分によるものとする。 

   ア 死亡した者が死亡した当時、その家族の生計を主として維持していた場合  ５万円以内 

   イ ア以外の場合                             ３万円以内 

  (2) 住居に対する災害見舞金の額は、住居の被害の程度に応じ次に掲げる額とする。 

   ア 全壊（焼）又は流失したとき                      ５万円以内 

   イ 半壊（焼）のとき                           ３万円以内 

   ウ 水損又は床上浸水のとき                        １万円以内 

  (3) 災害により負傷し、１ヶ月以上の治療を要する見込みのある者。       ２万円以内 

(4) その他、市長が支給する必要があると認めた場合              ５万円以内 

（支給の手続） 

第 ９ 条 市長は、災害見舞金を支給するときは、必要な事項を調査したうえ支給するものとする。 

また、災害により負傷し１ヶ月以上治療を要する見込みのある者への支給について、市長は、必要 

があると認めたときは、医師の診断書その他の資料の提出を求めるものとする。 

２ 市長は災害により死亡したものの遺族等が市民でない場合、支給を受ける者が当該死亡者の遺族

等であることを証明する書類を提出させるものとする。 

（補   則） 

第 10 条 この要領に定めのない事項については、その都度市長が別に定める。 

    附 則 

  この要領は、昭和５０年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要領は、昭和５３年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要領は、平成３年４月１日から適用する。 

    附 則 

  この要領は、平成９年４月１日から適用する。 

    附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２９年７月１日から適用する。 

  附 則 

この要領は、令和５年１２月１日から適用する。 
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災害被災時における寄附金及び義援金募集事務実施要領 

                         平成24年３月22日制定 

 

（主旨） 

第１条 この要領は、被災した公共施設の復旧事業に充てる目的で寄せられる寄附金

の募集及び被災した市民に配分する義援金の募集に係る事務の実施について、必要

な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において「寄附金」とは、被災した本市の公共施設の復旧事業に充

てるために募集し、財政調整基金により管理するものをいう。 

２ この要領において「義援金」とは、被災した市民に配分するために募集し、歳入

歳出外現金として管理するものをいう。 

 

 （募集） 

第３条 関係課は、発災後市災害対策本部と協議の上、寄附金及び義援金の募集を速

やかに行うものとする。 

 

（募集事務の種類及び分担） 

第４条 寄附金及び義援金の募集に係る事務の種類及び分担は、次のとおりとする。 

 (１) 広報に係る事務のうち、寄附金及び義援金の募集記事の作成については財政

課が、報道機関等との連絡調整及び情報発信についてはシティプロモーション

課が所管する。 

 (２) 収納は、財政課が所管する。 

 (３) 保管は、会計室が所管する。 

 (４) 義援金の配分は、福祉総務課が所管する。 

 (５) 予算措置は、財政課が所管する。 

 

（広報） 

第５条 寄附金及び義援金の募集に係る広報は、市ウェブサイトなどのインターネッ

トメディア、広報紙、ラジオエフ等で行うものとし、記事等については平時に準備

し、募集が円滑に行えるよう備えておくものとする。 

 

（収納） 

第６条 寄附金及び義援金を受け入れるために、会計管理者と協議のうえ、指定金融

機関及び指定代理金融機関のいずれかにそれぞれ専用口座を開設する。 

２ 寄附金及び義援金は、前項の口座への振込み又は庁内に開設する受付窓口での受

領により受け入れるものとする。 

３ 寄附金及び義援金が寄せられた場合は、別に定める「寄附金受付簿」及び「義援

金受付簿」に、受付年月日、寄附金及び義援金を寄せた者（以下「寄附者」とい

う。）の氏名、住所を記載して受付状況を明らかにするとともに、当該寄附者に対

して別に定める受領書を交付するものとする。 
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４ 前項の受領書は、原則として寄附金に係るものは市長、義援金に係るものは会計

管理者名で交付するものとする。 

 （寄附金及び義援金の保管） 

第７条 寄附金及び義援金を現金で受領した場合は、前条第２項に規定する各専用口

座へ預け入れるものとする。 

２ 受領した寄附金及び義援金は別に定める集計表により集計し管理する。 

 

（義援金の配分） 

第８条 義援金の配分は、「富士市災害義援金配分委員会設置要領」に定める配分委

員会の決定に基づき配分する。 

２ 義援金の配分は、原則として口座への振込みとする。ただし、やむを得ない事情

により口座への振込みができない場合は、直接交付することができる。このとき

は、受領者から領収書を徴する。 

 

（予算措置） 

第９条 寄附金は、財政調整基金に積立て、公共施設の復旧のための財源として適宜

これを取崩すものとし、必要な予算措置を行うものとする。 

 

 （委任） 

第10条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要領は、制定の日から施行する。  



資料１２－６ 

富士市災害義援金配分委員会設置要領 

 

 (設置) 

第１条 富士市における災害に係る義援金を公平かつ効果的に配分する

ため、富士市災害義援金配分委員会(以下「委員会」という。)を設置す

る。 

 

(所掌事項) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する 

（１）配分の対象者に関すること。 

（２）配分の基準に関すること。 

（３）配分の時期に関すること。 

（４）配分の方法に関すること。 

（５）その他義援金配分に関して必要な事項に関すること。 

 

(組織) 

第３条 委員会は、次に掲げる者を委員として組織する。 

（１）富士市社会福祉協議会会長 

（２）富士市民生委員児童委員協議会会長 

（３）富士市町内会連合会会長 

（４）福祉部を所管する副市長 

（５）総務部長 

（６）財政部長 

（７）福祉部長 

（８）前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 前項に規定する者に事故があるとき、又は欠けたときは、別に定め

る者が委員となる。 

 

(任期) 

第４条 委員の任期は、義援金の配分が終了するまでとする。 

 

(委員長及び副委員長) 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、副市長をもって充てる。 

３ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
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５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠け

たときは、その職務を代理する。 

 

(会議) 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができな

い。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者に対し、

出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は必要な書類の提出を求め

ることができる。 

 

(庶務) 

第７条 委員会の庶務は、福祉部福祉総務課において処理する。 

 

(委任) 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 


